
（「
平
和
新
聞
」３
月
25
日
号
よ
り
）

返
事
し
な
く
て
も

「
テ
ロ
対
策
」は
ウ
ソ
・
ゴ
マ
カ
シ

　

安
倍
政
権
が
今
国
会
で
成
立
を
狙

う
「
共
謀
罪
」。「
テ
ロ
対
策
」
の
た

め
と
い
う
の
は
、
全
く
の
ウ
ソ
・
ゴ

マ
カ
シ
で
す
。
理
由
に
し
て
い
る
「
国

際
組
織
犯
罪
防
止
条
約
」
は
、
マ
フ

ィ
ア
な
ど
経
済
犯
罪
に
対
応
す
る
た

共謀罪モノ言えぬ監視・密告社会に

め
の
も
の
で
、
テ
ロ
と
は
関
係
あ
り

ま
せ
ん
。そ
も
そ
も
法
案
の
目
的（
第

一
条
）
に
「
テ
ロ
対
策
」
は
あ
り
ま

せ
ん
。

　
「
戦
争
す
る
国
」へ
国
民
の
自
由
と

権
利
を
押
さ
え
る
の
が
狙
い
で
す
。

と
無
縁
だ
」
と
指
摘
。

ジ
ャ
ー
ナ
リ
ス
ト
の
田

原
総
一
朗
氏
は
「
戦
争

を
知
る
最
後
の
世
代
と

し
て
、
治
安
維
持
法
を

思
い
出
す
。
体
を
張
っ

て
反
対
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
」
と
訴
え
。
漫

画
家
の
小
林
よ
し
の
り

氏
も
会
見
で
反
対
表
明

し
ま
し
た
。（「
し
ん
ぶ

ん
赤
旗
」
４
月
28
日
付

よ
り
）

岸
井
、田
原
氏
ら

メディア人が反対声明

　「共謀罪」は、実際の犯罪行為ではな
く、「相談・計画」するだけで罪になります。
　ラインやメールで「パワハラ上司、ム
カツクね。制裁しなきゃ」と話し合っただ

けでも、「原発なくせ」「新基地反対」
のデモで道路をいっぱいにしようと計画
しただけでも、犯罪を準備したとみなさ
れれば捜査・逮捕の対象に。

相談・計画しただけで犯罪者

ラインもメールも盗聴される
　相談やライン、メールなどを取り締ま
ろうとすれば、盗聴、盗撮、密告に頼
らざるを得ません。モノ言えぬ監視社会
になります。大分県では、「選挙違反の

可能性」を口実に労組事務所が警察
に盗撮されていましたが、「共謀罪」に
よって市民生活全体に盗撮・監視が横
行することになります。

一般の人が対象に
　「共謀罪」として何を適用するかは、
まったく限定されず捜査当局の腹ひと
つ。「一般人には関係ない」と政府は
言いますが、だれが一般人かを決める

のも当局です。国会審議でも法務副大
臣が「一般の人が対象にならないとい
うことにはならない」と明言しました（４
月21日、衆院法務委）（その後修正）。

「
共
謀
罪
」
に
反
対
し
て
記
者

会
見
す
る
メ
デ
ィ
ア
関
係
者
＝

４
月
27
日
、
参
院
議
員
会
館

（「
し
ん
ぶ
ん
赤
旗
」
提
供
）

　

メ
デ
ィ
ア
人
32
氏
が

４
月
27
日
、「
私
た
ち

は
『
共
謀
罪
』
法
案
に

大
反
対
で
す
」
と
題
し

た
声
明
文
を
発
表
し
ま

し
た
。

　

記
者
会
見
で
毎
日
新

聞
特
別
編
集
委
員
の
岸

井
成
格
氏
は
「
国
会
審

議
を
聞
け
ば
聞
く
ほ

ど
、
法
案
は
テ
ロ
対
策

し
げ
た
だ


